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規 則 

 

江東区個人番号の利用並びに特定個人情報の利

用及び提供に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則を公布する。 

令和３年１１月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

◎江東区規則第７２号 

江東区個人番号の利用並びに特定個人情報

の利用及び提供に関する条例施行規則の一

部を改正する規則 

江東区個人番号の利用並びに特定個人情報の利

用及び提供に関する条例施行規則（平成２７年１

２月江東区規則第７６号）の一部を次のように改

正する。 

別表第１の６の項中「重度身体障害者等緊急通

報システム事業」を「重度身体障害者等救急通報

システム事業」に改め、同表中１０の項を削り、

１１の項を１０の項とし、１２の項から２５の項

までを１項ずつ繰り上げる。 

別表第２の２１の項中「重度身体障害者等緊急

通報システム事業」を「重度身体障害者等救急通

報システム事業」に改め、同表中２５の項を削り、

２６の項を２５の項とし、２７の項から３１の項

までを１項ずつ繰り上げ、同表３２の項中「重度

身体障害者等緊急通報システム事業」を「重度身

体障害者等救急通報システム事業」に、 
「 要保護者等に係る中等度難聴児に対す

る補聴器の購入費用に係る給付金の支

給に関する情報 

 

 

 

 

」 

要保護者等に係る人工肛門・人工膀胱

用装具の購入費の助成に関する情報 

を 
「 要保護者等に係る中等度難聴児に対す

る補聴器の購入費用に係る給付金の支

給に関する情報 

 

 

」 

に改め、同項を同表３１の項とし、同表３３の項

中「重度身体障害者等緊急通報システム事業」を

「重度身体障害者等救急通報システム事業」に、 
「 外国人要保護者等に係る中等度難聴児

に対する補聴器の購入費用に係る給付

金の支給に関する情報 

 

 

 

 

 

」 

外国人要保護者等に係る人工肛門・人

工膀胱用装具の購入費の助成に関する

情報 

を 
「 

 

外国人要保護者等に係る中等度難聴児

に対する補聴器の購入費用に係る給付 

 

 

 金の支給に関する情報 」 

に改め、同項を同表３２の項とし、同表３４の項

中「重度身体障害者等緊急通報システム事業」を

「重度身体障害者等救急通報システム事業」に、 
「 当該補助の対象となる者又は当該者と

同一の世帯に属する者に係る中等度難

聴児に対する補聴器の購入費用に係る

給付金の支給に関する情報 

 

 

 

 

 

 

 

」 

当該補助の対象となる者又は当該者と

同一の世帯に属する者に係る人工肛

門・人工膀胱用装具の購入費の助成に

関する情報 

を 
「 当該補助の対象となる者又は当該者と

同一の世帯に属する者に係る中等度難

聴児に対する補聴器の購入費用に係る

給付金の支給に関する情報 

 

 

 

」 

に改め、同項を同表３３の項とし、同表中３５の

項を３４の項とし、３６の項から５５の項までを

１項ずつ繰り上げる。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

                    

江東区旅館業法施行条例施行規則の一部を改正

する規則を公布する。 

令和３年１２月１日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

◎江東区規則第７３号 

江東区旅館業法施行条例施行規則の一部を

改正する規則 

 江東区旅館業法施行条例施行規則（平成２４年

３月江東区規則第５号）の一部を次のように改正

する。 

 第３条第１項に次の１号を加える。 

 (8) 省令第１条第１項ただし書の規定の適用を

受ける場合にあっては、当該営業を譲り受け

たことを証する旨を記載した書類 

第４条第１項中「許可台帳を作成し、」を「別

に定めるところにより旅館業台帳を作成し、旅館

業を営もうとする者に対し」に改める。 

第１５条中第４項を第５項とし、第３項の次に

次の１項を加える。 

４ 条例第７条第１項第８号オ(ｴ)ただし書の規

定による浴槽水の消毒は、次に掲げる方法のい

ずれかにより行うものとする。 

(1) 塩素系薬剤による消毒とその他の方法によ

る消毒とを併用する方法により行うこと。 

 (2) モノクロラミンによる消毒を行うこと。こ

の場合において、モノクロラミン濃度が１リ

ットルにつき３ミリグラム以上になるように
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保つこと。 

 別記第１号様式中「印」を削り、 

「  (9) 江東区旅館業法施行条例施

行規則第３条第２項に規定す

る書類 

 

」 

を 

「  (9) 旅館業法施行規則第１条第

１項ただし書の規定の適用を

受ける場合にあっては、当該

営業を譲り受けたことを証す

る旨を記載した書類 

(10) 江東区旅館業法施行条例施

行規則第３条第２項に規定す

る書類 

 

 

 

 

 

 

」 

に改める。 

 別記第４号様式及び別記第５号様式中「印」を

削る。 

 別記第６号様式及び別記第７号様式中 

「 名称 

事業所の所在地 

 

」 

を 

「 （申請者住所） 

（申請者氏名） 

 

」 

に改める。 

別記第８号様式中「印」を削り、「戸籍謄本」

の次に「又は不動産登記規則（平成１７年法務省

令第１８号）第２４７条第５項の規定により交付

を受けた同条第１項に規定する法定相続情報一覧

図の写し」を加える。 

 別記第９号様式中 

「 名称 

事業所の所在地 

 

」 

を 

「 （申請者住所） 

（申請者氏名） 

 

」 

に改める。 

 別記第１０号様式、別記第１１号様式及び別記

第１３号様式から別記第１５号様式までの規定中

「印」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、

第１５条第４項を同条第５項とし、同条第３項

の次に１項を加える改正規定は、令和４年１月

１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区旅館業法施行条例施行規則の別記様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修

正を加え、なお使用することができる。 

                    

江東区公衆浴場法施行条例施行規則の一部を改

正する規則を公布する。 

令和３年１２月１日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

◎江東区規則第７４号 

江東区公衆浴場法施行条例施行規則の一部

を改正する規則 

 江東区公衆浴場法施行条例施行規則（平成２４

年３月江東区規則第６号）の一部を次のように改

正する。 

 第３条第１項に次の１号を加える。 

 (6) 省令第１条ただし書の規定の適用を受ける

場合にあっては、当該営業を譲り受けたこと

を証する旨を記載した書類 

第４条第１項中「業として公衆浴場を経営しよ

うとする者に公衆浴場営業許可書（別記第２号様

式）を交付し、公衆浴場営業許可台帳（別記第３

号様式）を作成」を「別に定めるところにより公

衆浴場台帳を作成し、業として公衆浴場を経営し

ようとする者に公衆浴場営業許可書（別記第２号

様式）を交付」に改め、同条第２項中「別記第４

号様式」を「別記第３号様式」に改める。 

第５条中「別記第５号様式」を「別記第４号様

式」に改める。 

第６条第１項中「別記第６号様式」を「別記第

５号様式」に改め、同条第２項中「別記第７号様

式」を「別記第６号様式」に改め、同条第３項中

「別記第８号様式」を「別記第７号様式」に改め

る。 

第７条中「別記第９号様式」を「別記第８号様

式」に、「別記第１０号様式」を「別記第９号様

式」に改める。 

第８条中「別記第１１号様式」を「別記第１０

号様式」に改める。 

第１１条中第４項を第５項とし、第３項の次に

次の１項を加える。 

４ 条例第４条第１項第１０号エただし書の規定

による浴槽水の消毒は、次に掲げる方法のいず

れかにより行うものとする。 

(1) 塩素系薬剤による消毒とその他の方法によ

る消毒とを併用する方法により行うこと。 

 (2) モノクロラミンによる消毒を行うこと。こ

の場合において、モノクロラミン濃度が１リ

ットルにつき３ミリグラム以上になるように

保つこと。 
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第１２条第１項中「別記第１２号様式」を「別

記第１１号様式」に改め、同条第３項中「別記第

１３号様式」を「別記第１２号様式」に改める。 

第１２条を第１３条とし、第１１条の次に次の

１条を加える。 

（調節槽を使用するときの措置） 

第１２条 条例第４条第１項第１１号の規定によ

る調節槽内部の清掃は１年に１回以上行い、消

毒は１週間に１回以上行うものとする。 

 別記第１号様式中「印」を削り、 

「  (5) 法人にあっては、定款又は寄附

行為の写し及び登記事項証明書 

 

」 

を 

「  (5) 法人にあっては、定款又は寄附

行為の写し及び登記事項証明書 

 (6) 公衆浴場法施行規則第１条ただ

し書の規定の適用を受ける場合に

あっては、当該営業を譲り受けた

ことを証する旨を記載した書類 

 

 

 

 

」 

に改める。 

 別記第３号様式を削り、別記第４号様式を別記

第３号様式とする。 

別記第５号様式中「印」を削り、同様式を別記

第４号様式とする。 

別記第６号様式中「印」を削り、「戸籍謄本」

の次に「又は不動産登記規則（平成１７年法務省

令第１８号）第２４７条第５項の規定により交付

を受けた同条第１項に規定する法定相続情報一覧

図の写し」を加え、同様式を別記第５号様式とす

る。 

別記第７号様式中「印」を削り、同様式を別記

第６号様式とする。 

別記第８号様式中「印」を削り、同様式を別記

第７号様式とする。 

別記第９号様式中「印」を削り、同様式を別記

第８号様式とする。 

別記第１０号様式中「印」を削り、同様式を別

記第９号様式とする。 

別記第１１号様式中「印」を削り、同様式を別

記第１０号様式とする。 

別記第１２号様式中「第１２条」を「第１３

条」に改め、「印」を削り、同様式を別記第１１

号様式とする。 

別記第１３号様式中「第１２条」を「第１３

条」に改め、同様式を別記第１２号様式とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、

第１１条第４項を同条第５項とし、同条第３項

の次に１項を加える改正規定、第１２条を第１

３条とし、第１１条の次に１条を加える改正規

定、別記第１２号様式の改正規定及び別記第１

３号様式の改正規定は、令和４年１月１日から

施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区公衆浴場法施行条例施行規則の別記様

式による用紙で、現に残存するものは、所要の

修正を加え、なお使用することができる。 

                    

江東区国民健康保険条例の一部を改正する条例

附則第２項に規定する規則で定める日を定める規

則の一部を改正する規則を公布する。 

令和３年１２月１日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

◎江東区規則第７５号 

江東区国民健康保険条例の一部を改正する

条例附則第２項に規定する規則で定める日

を定める規則の一部を改正する規則 

江東区国民健康保険条例の一部を改正する条例

附則第２項に規定する規則で定める日を定める規

則（令和２年９月江東区規則第６８号）の一部を

次のように改正する。 

 本則中「令和３年１２月３１日」を「令和４年

３月３１日」に改める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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訓 令 （ 教 ） 

 

◎江東区教育委員会訓令甲第２号 

教育委員会事務局 

区 立 小 学 校 

区 立 中 学 校 

区立義務教育学校 

区 立 幼 稚 園 

 江東区立学校職員服務取扱規程（平成１２年３

月江東区教育委員会訓令甲第１１号）の一部を次

のように改正する。 

  令和３年１１月１２日 

江東区教育委員会 

第８条第２項中「休暇・職免等処理簿（別記第

７号様式）により行うものとする」を「休暇・職

免等処理簿（学校職員の休暇処理に関する規程

（平成１５年東京都教育委員会訓令第５号）第２

条に規定する様式をいう。次項において同じ。）

により行わなければならない」に改め、同条第３

項中「（別記第７号様式）」を削る。 

第１２条第３項中「別記第８号様式」を「別記

第７号様式」に改める。 

別記第４号様式中「印」を削る。 

別記第７号様式を削り、別記第８号様式を別記

第７号様式とする。 

別記第９号様式中「○印 」を削り、同様式を別

記第８号様式とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和３年１２月１日から施行す

る。 

（経過措置） 

２ この規程の施行の際、この規程による改正前

の江東区立学校職員服務取扱規程の別記様式に

よる用紙で、現に残存するものは、所要の修正

を加え、なお使用することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

告 示 

 

◎江東区告示第３０６号 

   特定子ども・子育て支援施設等の確認の辞

退について 

 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号。以下「法」という。）第５８条の６第１項の

規定による確認の辞退があったため、法第５８条

の１１第２号の規定により下記のとおり告示する。 

  令和３年１１月８日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

〔以下省略〕 

                    

◎江東区告示第３０７号 

 江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例（昭和６０年１０月江東区条例第

２８号）第１５条第２項及び第２３条第２項の規

定により保管した自転車で利用者等の確認ができ

ないものについて、別紙のとおり告示する。 

 なお、この告示のときから１か月を経過しても

当該自転車を返還することができない場合は、同

条例第１５条第３項及び第２３条第２項の規定に

より、当該自転車を処分する。 

令和３年１１月８日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

〔別紙省略〕 

                    

◎江東区告示第３１５号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第３項の規定に基づき、児童館の指定管

理者を次のように指定したので告示する。 

  令和３年１１月１６日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

記 

１ 江東区亀戸児童館 

  指定管理者 東京都世田谷区上北沢三丁目８

番１９号 

         社会福祉法人雲柱社 

          理事長 服部 榮 

  指定の期間 令和４年４月１日から令和９年

３月３１日まで 

                    

◎江東区告示第３１６号 

 下記事件につき、令和３年第４回江東区議会定

例会を１１月２５日に招集する。 

令和３年１１月１７日 

江東区長  山 﨑 孝 明 
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記 

１ 令和３年度江東区一般会計補正予算（第６

号） 

２ 特別区人事及び厚生事務組合規約の変更に係

る協議について 

３ 江東区立深川図書館改修工事請負契約 

４ 江東区立深川図書館機械設備改修工事請負契

 約 

５ 江東区個人情報保護条例の一部を改正する条

 例 

６ 江東区立幼稚園設置条例の一部を改正する条

 例 

                    

◎江東区告示第３１７号 

 江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例（昭和６０年１０月江東区条例第

２８号）第１５条第２項及び第２３条第２項の規

定により保管した自転車で利用者等の確認ができ

ないものについて、別紙のとおり告示する。 

 なお、この告示のときから１か月を経過しても

当該自転車を返還することができない場合は、同

条例第１５条第３項及び第２３条第２項の規定に

より、当該自転車を処分する。 

  令和３年１１月１９日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

〔別紙省略〕 

                    

◎江東区告示第３１９号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第３項の規定に基づき、江東区こどもプ

ラザの指定管理者を下記の通り指定したので告示

する。 

  令和３年１１月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明  

記 

１ 施設の名称及び所在地 

江東区こどもプラザ 

２ 指定管理者 

  東京都町田市藤の台一丁目１番５６号 

景行会・ＳＤＨグループ 

    代表者 東京都町田市藤の台一丁目１番

５６号 

社会福祉法人景行会 

理事長 齋藤 彰平 

東京都調布市調布ヶ丘三丁目６

番地３ 

シダックス大新東ヒューマ

ンサービス株式会社 

代表取締役 山田 智治 

３ 指定の期間  

  令和４年５月１日から令和９年３月３１日ま

 で 

                    

◎江東区告示第３２０号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第３項の規定に基づき、子ども家庭支援

センターの指定管理者を下記の通り指定したので

告示する。 

  令和３年１１月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

記 

１ 江東区亀戸子ども家庭支援センター 

指定管理者 東京都世田谷区上北沢三丁目８

番１９号 

社会福祉法人雲柱社 

理事長 服 部 榮 

指定の期間 令和４年４月１日から令和９年 

３月３１日まで 

２ 江東区住吉子ども家庭支援センター 

指定管理者 東京都町田市藤の台一丁目１番

５６号 

景行会・ＳＤＨグループ 

代表者 東京都町田市藤の

台一丁目１番５６

号 

社会福祉法人景行会 

理事長 齋藤 彰平 

東京都調布市調布ヶ丘三丁目６

番地３ 

シダックス大新東ヒューマ

ンサービス株式会社 

代表取締役 山田 智治 

指定の期間 令和４年５月１日から令和９年

３月３１日まで 

                    

◎江東区告示第３２１号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第３項の規定に基づき、江東区立こども

プラザ図書館の指定管理者を下記のとおり指定し

たので告示する。 

  令和３年１１月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

記 

１ 施設の名称 

江東区立こどもプラザ図書館 

２ 指定管理者 
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  東京都町田市藤の台一丁目１番５６号 

景行会・ＳＤＨグループ 

代表者 東京都町田市藤の台一丁目１番

５６号 

社会福祉法人景行会 

理事長 齋藤 彰平 

東京都調布市調布ヶ丘三丁目６

番地３ 

シダックス大新東ヒューマ

ンサービス株式会社 

代表取締役 山田 智治 

３ 指定の期間 令和４年５月１日から令和９年

３月３１日まで 

                    

◎江東区告示第３２２号 

開発行為に関する工事の完了公告 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２

９条の規定に基づき許可した下記の開発行為に関

する工事は完了した。 

令和３年１１月２４日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

記 
１ 開発区域

又は工区に

含まれる地

域の名称 

江東区東砂八丁目２２７７‐

５、２２７８‐５、２２７８‐

６、２２９９‐２、２３００‐

１の一部、２３００‐２の一部 

２ 許可を受

けた者の住

所・氏名 

江東区東砂８‐７‐１１ 

 株式会社大正商会 

  代表取締役 竹内 大祐 

                    

◎江東区告示第３２４号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２

１条第２項において準用する同法第１９条第１項

の規定により、東京都市計画防火地域及び準防火

地域を変更したので、同法第２１条第２項におい

て準用する同法第２０条第１項の規定により告示

し、同条第２項の規定により縦覧に供する。 

令和３年１１月２６日 

江東区長  山 﨑  孝 明 

記 

都市計画の

種類 

東京都市計画防火地域及び準防火

地域 

都市計画を

定める土地

の区域 

防火地域 

 追加する部分 

 豊洲二丁目地内 

準防火地域 

 削除する部分 

  豊洲二丁目地内 

縦覧場所 
江東区東陽四丁目１１番２８号 

江東区役所都市整備部都市計画 

 課（庁舎５階） 

                    

◎江東区告示第３２５号 

 江東区立都市公園条例施行規則（昭和５２年６

月江東区規則第２４号）第３条第３項の規定に基

づき、下記の公園を一部休園する。 

  令和３年１１月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

記 

１ 一部休園する公園 
名称 位置 

江東区立荒川・砂町水

辺公園 

江東区東砂三丁目３０

番先 

同  新砂三丁目８番

先 

２ 一部休園箇所 別図のとおり 

３ 一部休園期間 令和３年１１月３０日から工

事完了まで 

４ 一部休園理由 国土交通省荒川下流河川事務

所によるＲ２荒川右岸東砂三丁

目地区堤防耐震対策他工事施工

のため 
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〔別図〕 
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◎江東区告示第３２６号 

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２

４条の２８第１項の規定に基づき事業所を指定し

たので、下記のとおり公示する。 

  令和３年１２月１日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

記 

１ 設置者の名称及び主たる事務所の所在地 

合同会社ＯＨＡＮＡ 

江東区亀戸２丁目４４番１２号亀戸ビル２

階 

２ 事業所の名称及び所在地 

相談支援センターＯＨＡＮＡ 

江東区亀戸２丁目４４番１２号亀戸ビル２

階 

３ 指定年月日 

  令和３年１２月１日 

４ 事業の種類 

  障害児相談支援事業 

５ 事業の主たる対象者 

  特定なし 

                    

◎江東区告示第３２７号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３

１条の２第６項の規定に基づき、下記のとおり指

定代理納付者を指定したので、江東区会計事務規

則（昭和３９年規則第１３号）第４２条の３第２

項の規定に基づき告示する。 

  令和３年１２月１日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

記 

１ 指定代理納付者の名称、所在地及び代表者の

氏名 

(1) 名称 株式会社ジェーシービー 

所在地 東京都港区南青山五丁目１番２２

号青山ライズスクエア 

代表取締役会長兼執行役員社長 浜川一郎 

(2) 名称 ユーシーカード株式会社 

所在地 東京都港区台場二丁目３番２号台

場フロンティアビル 

代表取締役社長 中西 章裕 

２ 指定開始日 

令和３年１２月１日 

３ 指定の内容 

江東区が収納する公金におけるクレジットカ

ード収納の指定代理納付者 

                    

◎江東区告示第３２８号 

介護保険法第７９条第１項の規定により指定居

宅介護支援事業者を指定したので、同法第８５条

の規定に基づき、下記のとおり告示する。 

  令和３年１２月１日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

記 

１ 介護保険事業所番号 

  １３７０８０６６５３ 

２ 事業所の名称及び所在地 

たけのこ介護サービス深川 

東京都江東区扇橋一丁目１０番４号第２Ｍ

Ｔあづま１０１号室 

３ 事業者の名称、所在地及び代表者 

株式会社ライコム・コーポレーション 

東京都江東区東砂五丁目１４番１９号 

代表取締役 田代 正博 

４ 指定年月日 

令和３年１２月１日 

５ サービスの種類 

居宅介護支援 

                    

◎江東区告示第３２９号 

 江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例（昭和６０年１０月江東区条例第

２８号）第１５条第２項及び第２３条第２項の規

定により保管した自転車で利用者等の確認ができ

ないものについて、別紙のとおり告示する。 

 なお、この告示のときから１か月を経過しても

当該自転車を返還することができない場合は、同

条例第１５条第３項及び第２３条第２項の規定に

より、当該自転車を処分する。 

  令和３年１２月３日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

〔別紙省略〕 
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告 示 （ 教 ） 

 

◎江東区教育委員会告示第１８号 

 下記により、令和３年第１１回江東区教育委員

会定例会を招集する。 

  令和３年１１月９日 

江東区教育委員会         

教育長  本多 健一朗  

記 

１ 日時 令和３年１１月１２日（金） 

午前１０時 

２ 場所 教科書センター（江東区教育センター

内） 

３ 議題 

  日程第１ 議案第２２号 江東区立幼稚園設

置条例の一部を改

正する条例 

  日程第２ 議案第２３号 江東区立学校職員

服務取扱規程の一

部改正 

  日程第３ 議案第２４号 江東区立深川図書

館改修工事請負契

約 

  日程第４ 議案第２５号 江東区立深川図書

館機械設備改修工

事請負契約 

４ 報告事項 

(1) 新型コロナウイルス感染症の対応について

ほか 

                    

◎江東区教育委員会告示第１９号 

 下記により、令和３年第１９回江東区教育委員

会臨時会を招集する。 

  令和３年１１月１９日 

江東区教育委員会         

教育長  本多 健一朗  

記 

１ 日時 令和３年１１月２４日（水） 

午前１０時 

２ 場所 江東区文化センター 

３ 議題 

  日程第１ 議案第２７号 江東区立幼稚園教

育職員の給与に関

する条例の一部を

改正する条例 

４ 報告事項 

(1) 令和４年度新１・７年生の学校選択一時結

果について ほか 

５ 協議事項 

 (1) 令和４年度学校用務業務の委託実施校につ

いて 
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告 示 （ 選 ） 

 

◎江東区選挙管理委員会告示第２９号 

 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第２

８条第４号の規定により、江東区の選挙人名簿か

ら、別紙のとおり６名を抹消した。 

令和３年１２月１日 

        江東区選挙管理委員会 

〔別紙省略〕 

                    

◎江東区選挙管理委員会告示第３０号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４

条第１項及び第７５条第１項並びに市町村の合併

の特例に関する法律（平成１６年法律第５９号）

第４条第１項及び第５条第１項の規定による選挙

権を有する者の総数の５０分の１の数並びに地方

自治法第７６条第１項、第８０条第１項、第８１

条第１項及び第８６条第１項並びに地方教育行政

の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第

１６２号）第８条第１項の規定による選挙権を有

する者の総数の４０万を超える数の６分の１の数

と４０万の３分の１の数とを合算した数並びに市

町村の合併の特例に関する法律第４条第１１項及

び第５条第１５項の規定による選挙権を有する者

の総数の６分の１の数は、次のとおりである。 

令和３年１２月１日 

        江東区選挙管理委員会 

１ 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数           

８，５０１ 

２ 選挙権を有する者の総数の４０万を超える数

の６分の１の数と４０万の３分の１の数とを合

算した数         １３７，５０５ 

３ 選挙権を有する者の総数の６分の１の数         

７０，８３８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

告 示 （ 監 ） 

 

◎江東区監査委員告示第１０号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９

９条第９項、江東区監査基準（令和２年４月 1 日

江東区監査委員訓令甲第１号）第１７条の規定に

基づき、令和３年度第２回定期財務監査の結果を

別紙のとおり公表する。 

令和３年１１月１５日 

江東区監査委員 松 土 英 男 

同       藏 田 朝 彦 

同       佐 藤 信 夫 

同       甚 野 ゆずる 

〔別紙〕 
 

令和３年度第２回定期財務監査報告書 

第１ 監査の範囲 

 １ 監査の対象事項 

  (1) 令和２年度一般会計 

 (2) 令和２年度国民健康保険会計 

(3) 令和２年度介護保険会計 

(4) 令和２年度後期高齢者医療会計 
(5) 内部統制に関する事項 

 ２ 監査の対象部（局・室・所） 

政策経営部、オリンピック・パラリンピッ

ク推進室、総務部、危機管理室、地域振興

部、区民部、福祉部、障害福祉部、生活支援

部、健康部（保健所）、こども未来部、環境

清掃部、都市整備部、土木部、会計管理室、

教育委員会事務局、選挙管理委員会事務局、

区議会事務局、監査事務局 

 ３ 監査の実施期日 

令和３年６月２日から同年８月２日までの

計４１日間 

第２ 監査の手続 

令和２年度各会計歳入歳出予算の執行状況

についての資料を対象部（局・室・所）から

求め、監査当日は、関係職員の説明を聴取し

つつ、関係書類及び帳簿との照査突合等、必

要と認める監査を実施した。今年度は、水辺

と緑の事務所、環境学習情報館及び深川南部

保健相談所の現地視察を行った。 

監査対象工事については、工事概要調書及

び工事工程表等の資料を併せて求め、監査当

日は、工事概要等の説明、質疑応答等を行っ

た後、各工事現場で説明を聴取しつつ、関係

書類との照査突合等、必要と認める監査を実

施した。今年度は、江東区新大橋地区集会所

改修工事、東大島駅前道路改修工事、臨海公

園改修工事、江東区立東川小学校校舎増築そ

の他改修工事について、各現場視察を行っ
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た。 

また、内部統制に関する事項として、令和

元年度に実施した行政監査「財務事務に係る

内部統制の現状と課題について」及びその後

の定期財務監査の報告書において課題として

言及した事項について、政策経営部（行政管

理担当）、総務部（職員課）及び会計管理室

を対象として、書面及び聞き取りによる監査

を実施した。 

第３ 監査の主眼点 

財務事務に関しては予算の執行、収入、支

出、契約等が、工事に関しては設計、積算、

契約、施工、検査等が、適正かつ効率的に行

われているかどうかについて監査を実施し

た。 

なお、今年度は、現金取扱事務（現金出納

簿の整理等）を重点監査項目として監査を実

施した。 

また、内部統制に関する事項については、

令和元年度行政監査及びその後の定期財務監

査報告書において言及した課題等に対する取

組み状況を把握することを主眼に、監査を実

施した。 

第４ 監査の結果 

財務事務全般にわたり、法令等に従い、お

おむね適正かつ効率的に執行又は処理されて

いると認められたが、一部において別項指摘

事項のような事実が認められたので、意見を

付す。 

なお、監査の際に散見された事務上の軽微

な誤りについては、関係各課に対し、口頭で

改善を促した。 

また、内部統制に関する事項については、

今後の取組み等について別項で意見を付す。 

第５ 指摘事項 

医療保険課の窓口においては、国民健康保

険料納付証明書、国民健康保険資格状況証明

書等を日常的に交付し、交付手数料を受領し

ている。 

本監査において、同手数料にかかる現金出

納簿、領収書控、収入日計表等の関係書類を

点検するとともに、職員からの聞き取りを行

ったところ、以下のような不適切な会計処理

が確認された。 

 (1) 職員が令和３年２月１９日及び同年３月

１５日に窓口で受領した証明書交付手数料

のうち、６件分（合計１，８００円）を、

指定金融機関等に納付することなく、監査

において判明するまでの３～４ヶ月の間、

現金のまま課内に留め置いていた。 

 (2) そのため、同手数料は出納閉鎖期日まで

に納付されず、令和２年度の歳入として計

上されるべきところ、計上されなかった。 

  (3) 同手数料を受領した際、その旨を現金出

納簿に記帳していなかった。 

 (4) 受領した現金が適正に納付されているこ

とを確認する体制が、整えられていなかっ

た。 

 (5) その他、現金出納簿の残額欄がゼロと記

帳されているものの、実際には現金が課内

に存在していた例や、現金出納簿の金額や

日付の記帳誤り、記帳漏れなどが散見され

た。 

収納金の払込期日等については江東区会計

事務規則第３２条に、現金出納簿の整理につ

いては同規則第１１８条に定められている

が、本指摘事項は同規定に抵触する。また、

未納付の現金が長期間にわたって課内に留め

置かれ、出納閉鎖期日も超えていることが見

過ごされていたことについては、チェック体

制の不備も指摘せざるを得ない。 

現金の取扱いにあたっては、同規則等の関

係規定を順守するとともに、所管するすべて

の事業における現金管理の実態を再点検し、

早急に事務執行体制を改められたい。 

第６ 監査委員 

 １ 重点監査項目について 

今年度は、現金取扱事務（現金出納簿の整

理等）を重点監査項目として監査を実施し

た。その結果、法令等に従って概ね適正に処

理されていることを確認したが、前述の指摘

事項のほか、一部の課においては以下のよう

な不適正な事例が見られた。 

  (1) 現金出納簿の記帳誤り等 

   ① 過誤納金の還付や精算金の受領等を現

金で行っているが、現金出納簿を作成し

ていなかった。 

   ② 記帳されている金額や日付が、預金通

帳に記載されている内容と一致しなかっ

た。 

   ③ 累計欄や残額欄についても、記帳され

ている金額の誤りや記帳漏れがあった。 

   ④ 記帳が年度の途中で途絶えており、年

度の締め処理がされていなかった。 

  (2) 現金の取扱いに関わるその他の不適切な

事例 

   ① タクシー代や謝礼金等の支払いにあた

り、他の事業の現金による立替え払いを

していた。 

   ② 江東区会計事務規則に定められている

上限を超える現金を、年間を通して課内

で保管していた。 

   ③ 領収書の控に連番が付されていないた

め、受領した現金が確実に納付されてい

ることが確認できなかった。 

   ④ 出先機関とその所管課との間で現金の

授受が行われているが、領収書を発行し

ていないため、受領した現金が確実に納
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付されていることが確認できなかった。 

   こうした事例の多くは、現金を取り扱う職

員の基本的な知識不足のほか、所属における

チェック体制の不備にも起因していると考え

られる。 

収納金については、江東区会計事務規則第

３２条第１項において、即日（即日払い込む

ことができない場合には金融機関の翌営業

日）に払い込まなければならない旨が定めら

れ、前渡金にかかる現金出納簿の整理につい

ては、同規則第８２条第４項において、資金

前渡受者は現金出納簿を備えて出納の都度整

理しなければならない旨が定められているほ

か、このことは、「金銭会計事務の手引き」

や「基本事務マニュアル」においても説明さ

れている。 

これらのマニュアルが有効に活用されてい

ないことは誠に残念であり、特に前述の指摘

事項とした事例は、窓口で受領した現金を現

金出納簿に記帳することなく、現金のまま課

内に長期間留め置いていたもので、コンプラ

イアンス意識に欠けていると言わざるを得な

い。 

江東区会計事務規則等、事務の根拠となる

規定をあらためて確認するとともに、チェッ

ク体制が組織的なものとなっているかを含め

て再点検し、かかる不適正管理の根絶に万全

を期すよう強く要望する。 

 ２ 内部統制に関する事項について 

江東区会計事務規則において定められてい

た自己検査制度に代わる新たなモニタリング

の仕組みについては、会計管理室から会計処

理チェック表が例示されており、これの定着

が進めば会計事務の適正執行に向けた効果が

期待できる。今後とも内部統制体制の検討状

況を踏まえながら、さらに実効性の高いモニ

タリング手法について引き続き検討を進めら

れたい。 

内部統制体制の整備については、令和元年

度行政監査報告書において全庁的な取組とし

て推進する必要がある旨の意見を付したとこ

ろであるが、本監査において具体的な進展状

況が確認できなかったことは残念である。 

チェック体制の強化については、これまで

も複数回にわたって意見を述べてきたが、本

監査においても前述のような不適正な事例が

複数の課で見られ、改善が進んでいるとはい

えない状況である。 

江東区長期計画（令和２年度～令和１１年

度）における「開かれた区政運営による透明

性の向上」の取組方針として、「内部統制制

度の導入に向けた検討を進める」旨が盛り込

まれていることも踏まえ、制度導入のために

必要な組織の設置も含め、職員の業務負担や

費用対効果も考慮しながら、さらに具体的な

検討を進められたい。 
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区 議 会 

 
◎区議会議決事項（令和３年第４回定例会） 

１１月２５日から開会した令和３年第４回江東

区議会定例会において、別記の事項を議決した。 

１ 議案（議員提出） 

  議員提出議案第８号 清掃港湾・臨海部対策

特別委員会の委員定数

の変更について 

（１１月２５日可決） 

２ その他の議決事項等 

  令和３年度予算審査特別委員会の設置及び委

員の選任 

（１１月２５日設置及び選任） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


